
平成２３年度 公共事業再評価調書 

南丹都市計画事業 本町
ほんまち

土地
と ち

区画
くか く

整理
せい り

事業
じぎょう

 

１．事業の概要 

事 業 名 土地区画整理事業 本町地区 事 業 所 管 課 都市計画課 

事 業 区 間 
南丹市園部町美園町６号、美園町

７号、本町、宮町の各一部 
延長又は面積 面積Ａ＝ ２.５ha 

再評価の別 再評価 経過年数 10年 

事業概要 

本地区は、ＪＲ園部駅から北西へ約１.０㎞に位置し、地区東側及び北側は(都)内環状

線、西側は(都)上本町佛大線、南側は(都)新国道線〔国道９号〕に接する中心市街地の

面積約２.５ha の区域であり、園部町中心市街地活性化基本計画に基づく、重点整備地区

の市街地の整備改善のための基幹事業である。 

都市計画道路 3･4･2 新国道線〔国道９号〕、3･4･20 内環状線、3･5･206 上本町佛大線の

整備に合わせて、早期に沿線の商店街やまちなみを回復・強化する必要性があることや

中心市街地活性化の理念であるウェルフェアー(広義の福祉)を具現化するため、商店街

の再生(ニーズの開拓)、多世代交流や都心居住の促進の相互循環作用により、楽しさ・

便利さ・憩い・安らぎなどが享受できる市街地の形成を図ろうとするものである。 

 
２．事業の必要性等に関する視点 

【事業の進捗状況】 

都 市 計 画 決 定 平成14年3月1日 事 業 採 択 年 度 平成14年12月10日 

本 工 事 着 工 平成17年4月 仮換地指定年度 平成17年12月17日(100%) 

完 成 予 定 年 度 当初：平成２１年度、変更：平成２６年度 

年度計画表 

年度 全体事業 H22迄 H23 H24 H25 H26 

工事費 2,888百万円 2,723百万円 120百万円 5百万円 31百万円 9百万円

補償費 456百万円 456百万円 － － － －

事務費 82百万円 75百万円 1百万円 2百万円 2百万円 2百万円

計 3,426百万円 3,254百万円 121百万円 7百万円 33百万円 11百万円

進捗率  95.0％ 98.5％ 98.7％ 99.7％ 100.0％

【事業の進捗状況】 

平成１７年度当初の起工承諾により工事着手し、平成１７年に仮換地指定を行い、順

次補償、工事を進めているところである。 

平成２２年度末で一部の工事補償を残しているのみであり、進捗率も９５％である。 

今年度、工事、補償の完了を目指している。 

【事業に対する地元の理解・協力の状況（当初計画に比べ事業が遅れた理由）】 

本事業は、密集市街地の減価地区であり、補償交渉に期間がかかったこと、更には、

地権者間（地主と借家人）の問題解決に期間を要した。 
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【事業を巡る社会経済情勢等の変化】 

【関連事業の整備状況】 

地区周辺部の街路事業（3･4･2新国道線、3･4･20内環状線、3･5･206上本町佛大線）に

ついて、順次整備が進められている。 
【社会経済状況の変化】 

人口の減少、空洞化が進んでいる。また、老齢人口比が高く、高齢化は市全体のスピ

ードを上回っている。しかし、学校誘致による学生の定住化により、周辺には若い世代

が住んでいる。情報通信基盤の整備が行われ、ネットワーク化が完了している。 
京都駅から園部駅間の複線化事業は平成２２年に完了している。 

【自然環境条件の変化】 

園部町の中心部として栄えたエリアであり、今回の事業においても南丹市の都市拠点

としての再生を目指している。 

 
【上位計画からみた事業の有効性】 

計 画 書 計 画 内 容 対   応 

南丹市総合振興計画 本町地区（園部地域）において市

内外の多くの人でにぎわう市街

地としての再生をめざし、都市計

画道路の整備と土地区画整理を

進めるとともに、シンボルとなる

交流拠点施設の整備を検討する

としている。（P109） 

南丹市総合振興計画に基づき事

業を行なっている。 

中心市街地活性化 

基本計画

本町土地区画整理事業をはじめ

重点整備区域の都市整備が進め

られている。都市整備をいかした

にぎわいづくりについては、市内

の街づくり団体によるにぎわい

創出の提言を受け、今後、まちづ

くりとにぎわいの創出の両輪で

事業が推進される。 

当地区は重点整備区域に含まれ

ている。 

 
【関連プロジェクトの状況】 

 状 況 
3･4･2新国道線 平成26年度の事業完了を目指し、国土交通省により事業が進め

られている。 
3･4･20内環状線 平成26年度の事業完了を目指し事業を進めている。 
3･5･206上本町佛大線 平成26年度の事業完了を目指し事業を進めている。 
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【指標による評価】 

客観的指標 評 価 結 果 
事業の投資効果 
（費用便益分析）

Ｂ／Ｃ ＝ １.１１ 
事業採択についての条件 
を確認するための指標 

事業の要件 指標該当状況：有・無 

事業の効果や必要性を 
評価するための指標 評価軸に対する該当状況： 

 
【コスト縮減等】 

【コスト縮減方策】 

コスト縮減の施工方法の検討、材料選択を随時行い、建設発生土の有効利用、舗装工

事に発生材の利用促進を図ることにより、今後も継続してコスト縮減に努める。 
周辺の街路整備と連携した工事発注を行い、効率的・効果的な工事を行う。 

【代替案の検討】 

事業は終盤を迎えている。 
 
３．事業進捗の見込みの視点 

【事業実施の目処、進捗の見通し等】 

現時点で特に問題はない。今年度、工事、補償の完了を目指し、来年度以降、確定測量

等を行い、平成２６年度の換地処分に向け事業を進める。 
 
４．対応方針案 

対応方針 
継続、中止、休止 

理  由 今年度、工事、補償の完了を目指しており、来年度以降、平成26年度の換
地処分に向け手続きを進める予定であり、本事業は順調に推進している。 
以上により、本事業については「継続」対応としたい。 
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地  区  名 本 町 地 区 
施  行  者 南 丹 市 
施 行 面 積 2.54ｈａ 
施行期間 平成 14 年度～平成 26 年度

【箇所図】 

【設計図】 

   は写真撮影位置 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
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① 内環状線(用地確保) ② 歩行者専用道路１～４(完成) 

③ 新国道線(用地確保) ④ 歩行者専用道路６(完成) 

⑤ 歩行者専用道路７(完成) ⑥ ８ｍ区画道路(完成) 

【写  真】 

事業名：本町土地区画整理事業 
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■費用便益分析結果総括表 

【事業名】 

事業名 本町土地区画整理事業 

施行者：事業所管課 南丹市(法第３条第４項)：都市計画課 

 

１．算出条件 

基準年次 平成２２年度 

換地処分年度 平成２６年度 

便益算出手法(概要) 
土地区画整理事業における費用便益分析 

マニュアル(案)(平成21年7月)による。 

 

２．費 用 

 事業費 維持管理費 
公共用地増加分に 

相当する用地費 
合計 

単純合計 ３,３１９ ８ ２５２ ３,５７９ 

基準年における 

現在価値（Ｃ）※1 
３,９１３ ３ ２６６ ４,１８２ 

※１：事業費+維持管理費(換地処分後50年目まで)+公共用地増加分に相当する用地費の

税抜きに対する基準年における現在価値 

 

３．便 益 額 

事業採択時から換地処分後 

50年目までの便益 
９,７７８ 

基準年における 

現在価値（Ｂ）※3 
４,６３６ 

※３：評価期間(事業採択時から換地処分後50年目まで)の総便益額に対する基準年にお

ける現在価値 

 

４．費用便益分析比 

Ｂ／Ｃ １.１１ 

(単位:百万円) 

(単位:百万円) 
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費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・費用便益比：便益／費用 

・便   益：土地区画整理事業により整備された道路,公園等の整備効果がすべて地価に帰着 

するという考え方に基づいて、事業が行われた場合と行われなかった場合の地価の

差を便益として算出する。 

・費   用：土地区画整理事業費と維持管理費と公共用地増加分に相当する用地費及びその他 

費用の総額を費用として算出する。 

・対 象 地 区：施行地区内及び周辺区域(概ね５００ｍ)とする。 

・評 価 期 間：事業採択時から換地処分後５０年目までとする。 

・そ の 他：費用便益比算出方法は、「土地区画整理事業における費用便益分析マニュアル(案)」

(国土交通省都市・地域整備局市街地整備課平成21年7月27日通知)に従う。 

〈土地区画整理事業における費用便益比〉 

便 益 の 計 測 費用の設定 

事 業 費 

維持管理費 

用地費（公共用地増加分）

年次別の便益 年次別の費用 

便益の現在価値 費用の現在価値 

費用便益分析 

ブロックの設定 

各ブロックの地価 

事業有・無の地代の差分 

事業フレーム 

割引率 

図 概略検討フロー 
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◎ 便 益 

地価の差を便益として算出するが、具体的には下記の方法による。 

（１）対象地区を土地区画整理事業の有・無に応じて、各々数ブロックに区分する。 

ブロック分けについては、公共施設の整備状況（用途地域、容積率、公共用地率等）

等が類似した街区を合わせて１つのブロックとする。 

当地区は地区面積２.５haの全域近隣商業地域であることから、事業有・無を１つの

ブロックとした。併せて周辺区域については主たる用途を住宅とし５ブロックを設

定した。 

園部駅 

周辺区域検討エリア（500ｍ） 

南丹市役所 

周辺ａ
周辺ｂ

周辺ｃ

周辺ｄ

周辺ｅ
地区 
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（２）地価関数※1を用いて各ブロック別に地価を算出し、土地区画整理事業の有・無による

対象地区全体の地価を算出する。 

最寄の地価公示価格、府基準地価を基に、三大都市圏の住宅地・商工業地それぞれ

の地価関数を用い、事業有・無のブロックごとの地価を算定した。 

●便益の主な根拠 

地価公示：住 宅 地 ６４,３００円/㎡（南丹１） 

基準地価：商工業地 ９１,０００円/㎡（南丹５－２） 

（３）事業の有無における地価の差が便益であるが、評価期間を換地処分後50年目までと

していることから、各年の便益を地代（地価×４％）に変換したものを換地処分後

５０年目まで集計し、現在価値に換算したものを便益とする。 

 

※１：地価関数に用いる地点属性（変数）は下記のとおり。 

・最寄り駅までの所要時間 ・前面道路幅員 ・用途地域 

・都心までの所要時間 ・公共用地率 ・容積率 

・公園までの距離 ・下水道整備状況  
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＊便益の算出 

  地区内 周辺地区 

宅地面積 事業無 １９,４０４ ５４４,６００ 

(㎡) 事業有 １６,７１５ ５４４,６００ 

 公共減歩 ２,６８８  

 公共減歩率（％） １３.８６  

平均地価 事業無 ９３,７４１ ６４,３００ 

(円/㎡) 事業有 １５０,０２４ ７０,２２７ 

 差（％） １.６０ １.０９ 

地価合計 事業無 １,５６７ ３５,０１８ 

(百万円) 事業有 ２,５０８ ３８,２８８ 

 差 ９４１ ３,２７０ 

総地代 事業無 ６３ １,４０１ 

(百万円) 事業有 １００ １,５３２ 

 差 ３８ １３１ 

※換地処分後５０年目までの総便益を算出し、これを現在価値に換算すると、 

現在価値基準年 平成２２年 

換地処分年 平成２６年 

基準年における現在価値(百万円) ４,６３６ 

(ただし、換地処分年は現時点での事業計画変更予定による) 

◎費 用 

土地区画整理事業費と維持管理費と公共用地増加分に相当する用地費及びその他費用

の総額とする。 

・土地区画整理事業費       :３,３１９百万円 

(GDPﾃﾞﾌﾚｰﾀｰにて現在価値に修正) 

・維持管理費(換地処分後50年目まで):    ８百万円 

・公共用地増加分に相当する用地費 :  ２５２百万円 

※換地処分後５０年目までの総費用を算出し、これを現在価値に換算すると, 

 事業費 維持管理費 用地費 合計 

現在価値基準年 平成２２年 

基準年における現在価値 

(百万円〕 
３,９１３ ３ ２６６ ４,１８２ 

◎費用便益比 

費用便益比（Ｂ／Ｃ） １.１１ 

 １０ 
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